
（仮称）高久地区地域優良賃貸住宅整備事業 募集要項等に関する質問に対する回答 

 

那須町 ふるさと定住課 住宅政策係 

１．募集要項 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 募集要項 3 第 2 1 (6) ア （カ） 

各種申請業務は SPC が実施する

とありますが、行政機関等に支

払う申請手数料は、町負担と考

えて宜しいでしょうか。 

事業者負担になります。 

2 募集要項 3 第 2 1 (6) ア （カ） 

国立公園内での開発行為に関し

まして、自然公園法に基づき、

当該行為の許可申請は環境大臣

宛てに行う必要があり、事業主

体が町である場合には、町が許

可を取得することになるという

理解で宜しいでしょうか。 

事業者が取得します。 

3 募集要項 3 第 2 １ (6) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

合併処理浄化槽保守管理業務

は、 

・保守点検 

・ブロワ等の消耗部品交換 

・法定検査対応 

・汚泥引抜き料 

と理解しております。本体修理、

機器交換、槽内補修、補修に伴

う汚泥引抜き等は、保守管理業

務に含まれないといことで宜し

いでしょうか。 

ご理解のとおりですが、判断が

できない業務内容は協議となり

ます。 

4 募集要項 3 第 2 １ (6) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

本施設維持管理に係る修繕業務

の基準をご教示お願いします。 

大規模修繕（法人税基本通達第

７章第８節による資本的支出と

なるもの）を除く修繕業務とし

ます。 

5 募集要項 4 第 2 1 (8)   

本 事 業

の ス ケ

ジ ュ ー

ル （ 予

定） 

本施設の引渡しは令和 10年 2月

とされていますが、維持管理・

運営業務開始が令和 10 年 3 月 1

日となっているため、引渡日は 2

月28日という理解でよろしいで

しょうか。 

ご理解のとおりです。 

6 募集要項 4 第 2 1 (7)   
事 業 期

間 

事業期間の終了は令和 41年 3月

31 日とされていますが、運営期

間が令和 10 年 3 月 1 日から 30

年と 1ヵ月だとすると令和 40年

ご理解のとおりです。募集要項

の修正を行います。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

3 月 31 日が契約終了日ではない

でしょうか。 

7 募集要項 4 第 2 1 (8)   

本 事 業

の ス ケ

ジ ュ ー

ル 

事業契約の終了が令和 41年 3月

31 日と記載されていますが、そ

うなると事業期間が31年間とな

りますがいかがでしょうか？ 

№6をご確認ください。 

8 募集要項 4 第 2 １ (6) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

大規模修繕計画立案は、躯体の

みを指していますか。 躯体以外

の設備更新（配管の更新、給水

ポンプ交換、消防設備、給湯器、

換気扇、インターフォン、エア

コン、温水洗浄便座等）も大規

模修繕工事に含むのでしょう

か。 

躯体以外の設備更新も含みま

す。法人税基本通達第７章第８

節による資本的支出となるもの

は大規模修繕と考えます。 

9 募集要項 4 第 2 １ (6) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

大規模改修工事は提案する建物

構造により異なります。提案す

る建物での算出で宜しいでしょ

うか。 

差し支えありません。 

10 募集要項 4 第 2 １ (6) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

大規模修繕工事は、ＳＰＣに随

意契約となりますか。 

地方自治法第 234 条第 2 項の規

定を鑑み、修繕工事の内容によ

り判断します。 

11 募集要項 9 第 3 3 (2) ア 

（イ）類

似 設 計

実績 

本事業の整備戸数以上の地方自

治体発注の公営住宅の設計は、

設計実績に該当すると考えて宜

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

12 募集要項 9 第 3 3 (1) ウ 

公 募 参

加 者 の

参 加 要

件等 

協力企業は必ず SPC からの契約

にしないといけないわけではな

く、構成企業からの契約でもよ

ろしいでしょうか。 

差し支えありません。 

13 募集要項 9 第 3 3 (2)   

公 募 参

加 ウ ル

ー プ の

構 成 企

業 の 資

格要件 

マネージメント企業は、募集要

項８頁_第３_３（１）「公募参加

者の資格要件等」及び募集要項

１０頁_第３_３（３）「公募参加

グループの構成企業の制限」を

満たしていればよいという理解

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

14 募集要項 11 第 3 5 (3)     

質疑回答が一度のみとなります

と、回答に対する解釈の問題が

発生する可能性があるため、第 2

２回目の質疑回答の予定はあり

ません。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

回目の質疑回答を実施して頂け

ないでしょうか。 

15 募集要項 12 第 3 5 (3)   
提 出 書

類 

公募参加グループの構成企業の

制限を証明する書類は、12 頁に

記載の「（エ）直近２年の法人税

等の滞納のない証明書」のみで

よいという理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

16 募集要項 12 第 3 5 (4) ア 
提 出 書

類 

(エ)直近 2 年の法人税等の滞納

のない証明書とは、「その 3の 3」

を提出すればよろしいでしょう

か。それとも「その 1」が必要で

しょうか。「その 1」が必要な場

合、令和 6・7年度分なのか、令

和 5・6年度分なのかご指示くだ

さい。 

「その３の３」の提出をお願い

します。 

17 募集要項 12 第 3 5 (4) ア 
提 出 書

類 

（エ）直近２年の法人税等の滞

納のない証明書と記載がありま

すが、納税証明書その３の３の

みを提出するという理解でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

18 募集要項 12 第 3 5 (4) ア 
提 出 書

類 

直近 2 年分の法人税等の滞納

のない証明書は、提出対象は 構

成企業のみという理解で宜しい

でしょうか。また、具体的にど

のような証明書をご提出すれば

よいか、詳細をお示しいただけ

ないでしょうか。 

前段についてはご理解のとおり

です。後段については、№17 を

ご確認ください。 

19 募集要項 13 第 3 5 (4)     

「応募表明後、本事業の内容に

対する町と事業者双方の理解を

深めるために対話の場を設定し

ていただけませんでしょうか。」 

対話の場を設ける予定はありま

せん。 

20 募集要項 14 第 3 6 (2)   

提 案 書

に 記 入

す る 金

額 

割賦手数料の計算に使用する金

利のご提示がされていますが、

これは「割賦手数料の金利」で

はなく、「基準金利」という理解

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおり「基準金利」で

す。提案に際しては、基準金利

にスプレッドを加えた金利とし

てください。募集要項の修正を

行います。 

21 募集要項 14 第 3 6 (2)   

提 案 書

に 記 入

す る 金

使用する金利は令和7年10月21

日に掲示のものとされています

が、金融機関との事業収支計画

原案どおりとします。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

額 確定を鑑み、この日程を公告日

としていただくことは可能でし

ょうか。 

22 募集要項 18 第 4 1 (2)   

特 別 目

的 会 社

（SPC）

の設立 

当施設をSPC所在地として使用、

登記することは可能でしょう

か。 

不可とします。 

23 募集要項 18 第 4 3     
契 約 保

証金 

記載内容以外に、銀行が確実と

認める金融機関の保証（支払承

諾）も可能でしょうか？ 

事業仮契約書（案）６条１項に

規定するとおり町が確実と認め

る金融機関の保証も可としま

す。 

24 募集要項 18 第 4 3     
契 約 保

証金 

維持管理における履行保証保険

契約は、契約期間はどのように

行えば宜しいでしょうか？毎年

更新で宜しいでしょうか？ 

ご記載の内容も可とします。 

25 募集要項 18 第 4 1 (5) 3 
契 約 保

証金 

「維持管理期間中、維持管理対

価の年額の 100 分の 10 以上の

額」とありますが、「維持管理対

価」とは維持管理・運営業務に

係るサービス対価（サービス対

価）の内訳の維持管理運営費と

理解してよろしいでしょうか。

（その他の費用は含まない） 

ご理解のとおりです。募集要項

の修正を行います。 

26 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価 

A2 

「令和 9 年 9 月までを第 1 

回とし」令和 10 年で宜しかっ

たでしょうか。 

ご理解のとおりです。サービス

対価の算定及び支払方法の修正

を行います。 

27 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対 価 

A1 

令和 8 年度の整備業務に係る

費用についてですが、募集要項

に記載のとおり「設計及び造成

工事に係る費用を対象とする」

との想定につきまして、提案に

おける設計・造成工事費用の 

45％を対象として算出すればよ

い、という認識でよろしいでし

ょうか。 また、支払時期につい

てですが、「請求書受理日より 

30 日以内に支払う」とある一方

で、募集要項 P.5 に令和 8 年

度分については、令和 9 年 3 

月末にお支払いいただけるとい

前段及び後段ともにご理解のと

おりです。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

う理解で宜しいでしょうか。 

28 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対 価 

A2 

「各事業年度の９月及び３月そ

れぞれの末日の維持管理・運営

業務の終了後 30 日以内に請求

書を提出する。」とございます

が、募集要項 P.5 より、お支払

は 9 月末と 3 月末で間違いな

いでしょうか。 

後述する№43 の回答のとおり９

月末と３月末に支払います。な

お、請求書は８月末及び２月末

までに提出してください。 

29 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対 価 

B 

各事業年度の６月、９月、12 月、

3 月それぞれの末日の維持管

理・運営業務の終了後 30 日以

内に請求書を提出し、町は請求

書受領日から 30 日以内に支払

う。とございますので、第１回

支払時期は令和 10 年 6 月末で

はなく、7 月末ということでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

30 
募 集要項 

別紙 1 
1   2 (1)   

整 備 業

務 に 係

る サ ー

ビ ス 対

価 

「設計・建設費」の構成費用に

記載されている「対策業務及び

関連業務」「その他必要となる費

用」については、それぞれ、「テ

レビ電波受信障害調査」「SPC の

開業に要する費用」と同行に記

載されていますが、5行目は「テ

レビ電波受信障害調査・対策業

務及び関連業務」9 行目は「SPC

の開業に要する費用・その他必

要となる費用」という理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

31 
募 集要項 

別紙 1 
1   2 (1)   

整 備 業

務 に 係

る サ ー

ビ ス 対

価 

施設整備期間中の SPC の運営費

用は「設計・建設費」の構成費

用の中の「その他必要となる費

用」に含むという理解でよろし

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

32 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価

A2（割賦

支払分） 

割賦手数料の支払い第 1 回が引

渡し完了日から令和 9 年 9 月ま

でと定められておりますが、引

き渡し予定日が令和 10年 2月で

すので、第 1 回は引渡完了日か

ら令和 10年 9月までではないで

前段及び後段ともご理解のとお

りです。サービス対価の算定及

び支払方法の修正を行います。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

しょうか。また、令和 10 年 9月

から計 60 回の支払いであれば、

最終回は令和 40年 3月ではあり

ませんでしょうか。 

33 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価

A2（割賦

支払分） 

基準金利は TONA ベース 10 年も

のとされていますので、事業期

間中、10 年毎に見直しがあると

考えてよろしいでしょうか。見

直しの場合の採用指標は日付の

特定をお願いいたします。 

ご理解のとおりです。見直しの

場合の採用指標の日付は、５

（２）サービス対価Ａ２の割賦

手数料に示すとおりです。 

34 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価

A2（割賦

支払分） 

提案時の基準金利は令和 7 年 10

月 21 日のものとされています

が、この日を早めていただくこ

とは可能でしょうか。 

№21 をご確認ください。 

35 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) ア 

サ ー ビ

ス 対価 

Ａ  １ 

（ 一 括

支 払 い

分） 

契約変更による金融機関への追

加事務手数料等は事業者の負担

となっていますが、リスク分担

表により交付金の・補助金の調

達・確保は町の負担となってい

るため、手数料も町の負担とし

ていただけませんでしょうか。 

基本的には不可としますが、交

付金額の著しい変更等があった

場合は協議します。 

36 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) ア 

サ ー ビ

ス 対 価

Ａ（一括

支 払 い

分） 

整備業務に係るサービス対価の

その他の費用に含まれる資金調

達に要する費用はアレンジメン

トフィーやエージェントフィー

等の理解ですが、建中金利につ

いては設計・建設費の SPC の開

業に要する費用やその他必要と

なる費用に含まれる理解でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

37 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) ア 

サ ー ビ

ス 対 価

Ａ（一括

支 払 い

分） 

一時金の増減については、事業

者側の事由ではなことから、一

時金減少に伴う金融機関への事

務手数料等の追加費用や割賦料

増加に伴う利息増加分は、貴町

に負担いただくようお願いいた

します。 

№35 をご確認ください。 

38 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価

Ａ２（割

割賦基準廃止に伴い消費税還付

を得られないことから、施設整

備費に係る消費税は引渡時に一

前段については、不可とします。

後段について税込みの施設整備

費から交付金相当額を差し引い



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

賦 支 払

い分） 

括払いでお願い出来ますでしょ

うか。一括でお支払いいただけ

ない場合、PFI 事業者は消費税込

み施設整備費相当額を金融機関

から借入れるため、割賦手数料

については税込みの施設費を割

賦元本として計算されるという

理解でよろしいでしょうか。 

た金額を割賦元本とし、割賦手

数料の計算を行っていただく想

定です。 

39 
募 集要項 

別紙 1 
2   3 (1) イ 

サ ー ビ

ス 対 価

Ａ２（割

賦 支 払

い分） 

割賦元本の消費税を一括で支払

頂けない場合、割賦元本を税込

で計算する場合は割賦元本総額

に対する消費税、割賦元本が税

抜の場合は各返済元本金額に対

する消費税の累計で宜しいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

40 
募 集要項 

別紙 1 
2   3     

サ ー ビ

ス 対 価

の 算 定

方法 

端数が生じた場合、その調整は

事業者の提案で調整してもよろ

しいでしょうか。 

小数点以下を切り捨ててくださ

い。 

41 
募 集要項 

別紙 1 
2   3     

サ ー ビ

ス 対 価

の 算 定

方法 

提案に際し計算に用いる基準金

利は、上記の内容を令和 7 年 10

月 21日と読み替えたものとする

とありますが、予定価格設定時

からの金利変動を無くすために

令和 7 年 9 月の債務負担行為の

設定に用いた金利の設定をお願

いいたします。また、公平性の

観点から提案時に用いる基準金

利の公表をお願いいたします。 

前段については、不可とします。

後段については、町のＨＰ上で

公表する予定です。 

42 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対価

の 支 払

い方法 

「サービス対価 A1」の交付金の

対象について「令和 8年度」「令

和 9 年度」に、それぞれ「設計

及び造成工事」「建設工事及び外

構工事」と想定されていますが、

交付金は事業者の提案に対して

45%の計算とすることが基本と

考えてよろしいでしょうか。ま

た貴町において「設計及び造成

工事」と「建設工事及び外構工

事」の金額や比率に想定があれ

前段については、ご理解のとお

りです。後段については、事業

者の提案とすることから金額や

比率を示す予定はありません。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

ばお示しください。 

43 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対価

の 支 払

い方法 

「サービス対価 A2」の支払い方

法について、各事業年度の 9 月

及び 3 月それぞれの末日に維持

管理・運営業務の終了後に請求

書を提出するとされています

が、サービス対価 A2 は施設整備

に対する対価のため、維持管理

運営期間の業務の完了に関わら

ず、お支払いいただくものと理

解しております。この場合、請

求書の提出は 8 月末及び 2 月末

までに提出することで、9月末日

及び 3 月末日までにご入金いた

だけるということにはなりませ

んでしょうか。 

ご提案を踏まえ、請求書提出を

８月末及び２月末、町の支払い

を９月末及び３月末とします。 

44 
募 集要項 

別紙 1 
3   4     

サ ー ビ

ス 対 価

支 払 方

法 

3（1）に整備業務に係る対価は、

本件施設の引き渡し後に一括で

支払う「サービス対価Ａ１」と

記載ありますが、一方で 3（4）

では令和 8 年度及び令和 9 年度

にそれぞれ支払いされると記載

があり、3（4）の記載内容が正

しいとの理解でよろしいでしょ

うか。また、各年度の対象費用

の 45％をサービス対価 A として

計算すればよろしいでしょう

か。 

前段については、ご理解のとお

りであり、表現の修正を行いま

す。後段については、№42 をご

確認ください。 

45 
募 集要項 

別紙 1 
4   5 (1) イ 

改 定 の

時期 

改定の請求は工事完成 2 箇月前

までとされていますが、「工事完

成」とは「引渡日」という理解

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりとします。 

46 
募 集要項 

別紙 1 
4   5 (1) ウ 

改 定 方

法 

改定計算式において、改定後の

サービス対価A2の割賦元本は小

数点以下切捨てということでよ

ろしいでしょうか。 

№40 をご確認ください。 

47 
募 集要項 

別紙 1 
5   5 (3) イ 

改 定 方

法 

枠内の算式の説明において、「Ｎ

－１年度（Ｎ－２年 4 月からＮ

－１年 3 月まで）」のところは、

「Ｎ－１年度（Ｎ－１年 4 月か

ご理解のとおりです。併せて改

定対象となるサービス対価Ｂの

年度をＮ年度からＮ+１年度に

修正します。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

らＮ年 3月まで）」でしょうか。 

48 
募 集要項 

別紙 2 
1        

契 約 リ

スク 

「議会の議決を得られないこと

による契約締結の遅延・中止 」

は、事業者でコントロールでき

るものでないため、全て町とし

て頂けないでしょうか。事業者

の△を削除ください。 

原案どおりとします。 

49 
募 集要項 

別紙 2 
1         

住 民 対

策 リ ス

ク 

「提案内容に関し、住民の理解

が得られない場合」のリスクが

SPC 単独の負担となっておりま

すが、提案内容は町の方針や制

度設計に基づき作成されるもの

であり、町の事前協議や承認を

経る場合もあると考えられま

す。また、住民説明や合意形成

は町と SPC が連携して行うこと

が一般的であることから、町に

も一定の責任があるのではない

かと考えます。つきましては、

当該リスクの負担者について、

町と SPC の共同負担または協議

対応としていただけないでしょ

うか。 

提案内容に関し、住民の理解が

得られないことによる事業の中

断や中止が起こった場合、これ

に係る準備等にかかった費用は

事業者負担とします。これ以外

のリスクの負担は状況に応じて

協議します。 

50 
募 集要項 

別紙 2 
1         

不 可 抗

力 リ ス

ク 

ＳＰＣ負担△について、実施方

針時は 1%ルールという記載が

あり、質疑回答にて１％ルール

の詳細をご教示いただきました

が、今回は１％ルールが削除さ

れています。△の詳細をご教示

いただけないでしょうか。 

事業仮契約書（案）の第 29 条４

項、第 40 条３項に示すとおり、

100 分の１の範囲内において事

業者に負担を求めます。 

51 
募 集要項 

別紙 2 
2        

警 備 リ

スク 

過日公表された実施方針に関す

る回答の No.39 では、警備リス

クについて「事業契約書（案）

において示します。」となってい

ますが、事業契約書（案）には

警備リスクに関する条項が見当

たりません。このリスクは貴町

のご負担としていただけません

でしょうか。 

本リスクは施設整備業務を念頭

に整理しリスク分担表に記載し

ていることから、分担について

は原案どおりとし、記載場所を

「共通」から「工事」に変更し

ます。施設引渡し後の第三者の

責に帰すべき事由による本施設

の損害は事業仮契約書（案）第

41 条に示すとおりです。 

52 募 集要項           不 可 抗 当該リスクについて、町が「〇」、 リスク分担表に記載したとおり



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

別紙 2 力 リ ス

ク 

SPC が「△」とされていますが

SPC がどのようなケースで責任

を負うのか、またその判断基準

についてご教示いただけますで

しょうか。 

ですが、より細かいケースの想

定は状況に応じて協議します。 

53 
募 集要項 

別紙 2 
          

物 価 変

動 リ ス

ク 

当該リスクについて、町が「〇」、

SPC が「△」とされていますが、

SPC が負担する具体的な条件や

範囲についてご教示いただけま

すでしょうか。 

募集要項別紙１に示す５サービ

ス対価の改定方法をご確認くだ

さい。 

 

 

 

 

  



２．様式集 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 様式集   2   (5） ア 正本 

提案書の正本は、副本と同じ企

業名を隠したものを作成し、企

業名対応表を添付することで、

企業名が分かるように対応して

もよろしいでしょうか。 

ご記載の方法も可とします。 

2 様式集   2   (5) オ 
設 計 図

書 

別冊とする設計図書においても

A4 ファイルなのでしょうか。 

ご理解のとおりです。Ａ３版の

資料はＡ４折り込みとしてくだ

さい。 

3 様式集   2       

提 案 書

の 記 載

要領 

副本は、会社名、会社ロゴマー

ク、会社を類推できるロゴマー

ク等の記載は一切記入しないこ

と、と記載ございますが、応募

グループに属さない企業を事業

提案書内で記載する場合は、固

有名詞を表記しても問題ないで

しょうか。 

ご記載の方法も可とします。 

4 様式集   2       

提 案 書

の 記 載

要領 

合計20部の提出が求められてい

ますが、印刷や製本等の応募時

の事業者負担が大きいため、提

出部数の見直しをお願いできま

すでしょうか。 

提出部数は 12 部とします。 

5 様式集   2       

提 案 書

の 記 載

要領 

「印刷製本提出に係る事業者の

負担を軽減したく、副本 19 部

の提出を削減していただけます

でしょうか。」 

№4をご確認ください。 

6 様式集   2   (5) カ 

提 案 書

電 子 媒

体

（CD-R） 

図面集などでデータ容量が大き

くなる場合があるため、DVD-R で

の提出でもよろしいでしょう

か。 

ご記載の方法も可とします。 

7 様式集   3     ウ 
提 案 書

類 

設計図書の用紙サイズはＡ３横

ですが、Ａ４判に折込みすると

いう理解で宜しいでしょうか。 

№2をご確認ください。 

8 様式集           

様 式 ２

－ １ 

応 募 表

明書 

応募グループ名称とは、事業者

にて任意に決めた名称でよろし

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

9 様式集           様式３ 
提案金額内訳のうち、割賦金利

及びスプレッドの表記は小数点

小数点第三位まで記載してくだ

さい。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

以下第何位まで記載すればよろ

しいでしょうか。 

10 様式集           

様 式 ３

金 額 提

案書 

表の最下列に記載する大規模修

繕の金額は提案金額には含まれ

ないものと理解していますが、

優先交渉権者決定に際してどの

ように評価されるのでしょう

か。「優先交渉者決定基準」の別

表の「大規模修繕計画の工夫が

なされているか」の項目にこの

金額の大小による評価が含まれ

るのでしょうか。 

大規模修繕に要する費用を正確

に積算することは困難であると

認識しておりますので、金額の

大小は評価に含まれません。「維

持管理・運営計画」において合

理的・効果的な大規模修繕計画

の提案がなされているかを評価

いたします。 

11 様式集           
様 式 ４

－３ 

設計建設費の内訳書は全て税抜

価格を記載することでよろしい

でしょうか。 

税抜き・税込み価格ともに記載

するよう様式を変更します。 

12 様式集           
様 式 ４

－４ 

維持管理費内訳表は全て税抜価

格を記載することでよろしいで

しょうか。 

税抜き・税込み価格ともに記載

するよう様式を変更します。 

13 様式集           
様 式 ４

－４ 

各年度費用（年あたり固定額）

の記載がありますが、令和 10 年

3 月の維持管理費用は、事業期間

中合計に含め、これを 30 年で平

準化した金額を記載するという

ことでよろしいでしょうか。こ

の場合、運営開始後の事業報告

などと乖離が発生しますが問題

ないという理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

14 様式集           
様 式 ４

－４ 

様式 3 には、サービス対価 B と

して、➂➃とございますので、

様式 4-4 に運営費等を追記す

ることという認識で宜しいでし

ょうか。 

維持管理費に運営費を加えた③

の金額としてください。また、

SPC の運営費用は、様式を追加し

ますのでそちらに記載してくだ

さい。 

15 様式集           
様 式 ４

－５ 

大規模修繕費内訳表は全て税抜

価格を記載することでよろしい

でしょうか。 

税抜き・税込み価格ともに記載

するよう様式を変更します。 

16 様式集           
様 式 ４

－５ 

同じ費目で複数回に修繕を行う

場合は、各年度毎に行を分けて

記載するということでよろしい

でしょうか。その場合、この内

様式を修正し想定実施年度の列

を設けますので、そちらに記載

してください。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

訳表の中に実施年度の記載は不

要ということでよろしいでしょ

うか。 

17 様式集           

様 式 ４

－ ５ 

大 規 模

修 繕 費

内訳書 

様式下部に記載された「長期収

支表」とは、様式４－６のこと

でよろしいでしょうか。様式４

－６には大規模修繕の欄があり

ませんが、入れなくてよいとい

う理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。長期収支

表は PFI 事業の収支確認を目的

としています。 

18 様式集           
様 式 ４

－６ 

維持管理・運営期間の 1 年目は

令和 10 年度とされていますが、

令和 10 年 3 月分の取り扱いは 1

年目の令和10年度に含めるとい

う理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

19 様式集           
様 式 ４

－６ 

書式の中に「－」の記載がござ

いますが、入力で対象外のセル

は空欄とせず、「－」を記載する

ということでよろしいでしょう

か。金額欄で対象外は「0」の入

力が必要でしょうか。 

空欄とせず「-」や「0」等を入

力し見やすい表としてくださ

い。 

20 様式集           
様 式 ４

－６ 

A３判横書きと指定されていま

すが、規定のフォントで円単位

の表示とする場合、1頁に収まら

ない場合、複数ページとするこ

とでよろしいでしょうか。その

場合、ページ数の表記に規定は

ありますでしょうか。 

様式４－６については、10 ポイ

ント以上の大きさとする必要は

ありません。その上で、Ａ３版

横書き１枚に収まるように調整

してください。 

21 様式集           

様 式 ４

－ ６ 

長 期 収

支 計 画

書（事業

全体） 

様式下部の注釈５で消費税を含

めないことと記載されています

が、資金計画には消費税項目も

追記してよろしいでしょうか。 

必要に応じて適宜項目を追加い

ただいて結構です。 

22 様式集           

様 式 ４

－ ６ 

長 期 収

支 計 画

書（事業

全体） 

様式下部の注釈 10 番に「便宜上

サービス購入料のキャッシュ収

支は、支払いまでのズレを考慮

せず業務実施期に対応させるこ

と」とありますが、ズレとは事

業者の認識のタイミングでよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

23 様式集           
様 式 集

４－６ 

公平性の観点より財務指標の計

算方法を公表お願いします。 
事業者の判断とします。 

24 様式集           
様 式 集

４－６ 

実際の支払いベースでDSCRを算

定する場合、SPC に資金が潤沢に

あり収支上問題がないにも拘わ

らず、一時的に DSCR が悪化する

場合がございます。通常金融機

関では SPC の債務返済能力を合

理的にみるため、各口座への振

替ベースで算定されるDSCRを財

務制限条項としております。本

DSCR の計算についても、各口座

への振替金額をベースに計算し

ても構いませんでしょうか。 

事業者の判断とします。 

 

 

  



３．要求水準書 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 
要 求水準

書 
2 第 1 1 (3) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

将来の住居環境の変化により、

改修をしなければならない場合

は、町と協議のうえ、町の負担

として頂けるのでしょうか。 

事業期間の環境変化に対応でき

る提案を強く求めますが、著し

い環境の変化等により改修の必

要性が生まれた場合は協議とし

ます。 

2 
要 求水準

書 
2 第 1 1 (3) イ 

本 施 設

の 維 持

管理 

黒田地区では管理費をとってい

るようですが、本事業でも入居

者から管理費を徴収してもよろ

しいでしょうか。 

事業者が入居者から共益費を徴

収することも認めますが、共益

費の額、収受主体は協議としま

す。 

3 
要 求水準

書 
2 第 1 3 (3) サ 

本 施 設

の 維 持

管理 

入居者退出後の経年劣化による

衛生設備の交換等は大規模修繕

と考えて宜しいでしょうか？ 

基本的にはご理解のとおりです

が、大規模修繕の範囲の考え方

については、募集要項の質問回

答№８をご確認ください。 

4 
要 求水準

書 
７ 第 1 9 (1)     

(１)設計業務計画書（２）建設

業務計画書（３）維持管理・運

営業務計画書（５）事業業務報

告書 のひな型や提出イメージ

をご教示いただけますでしょう

か。 

また、「建設業務計画書」は、P17

施工計画書とは別に作成する必

要がありますか？それとも、施

工計画書をもって代替可能と考

えてよいでしょうか？ 

前段については事業者の任意様

式で結構です。後段については、

総合施工計画書で代替可能とし

ますが、その場合、名称は併記

してください。 

5 
要 求水準

書 
7 第 1 9 (1)   

設 計 業

務 計 画

書 

事業契約後速やかにとあります

が、任意の書式で宜しいでしょ

うか。また、基本設計図書に含

める事は出来ますか。 

前段については事業者の任意様

式で結構です。後段については、

基本設計図書に含めることを不

可とします。 

6 
要 求水準

書 
8 第 2 1     

事 業 用

地 

9,000 ㎡を限度とありますが、

具体的に利用出来ない範囲、ま

たは使用出来る範囲等を明確に

する事は可能でしょか。 

事業者の提案としますが、国や

関係課等への確認を行ってくだ

さい。 

7 
要 求水準

書 
8 第 2 6     

施 設 規

模 と 内

容 

1R、1LDK、2LDK の専有面積〇〇

以上の記載がありますが、面積

の限度範囲をお示しください。 

事業者の提案とします。 

8 
要 求水準

書 
9 第 3 2 (4)   

近 隣 家

屋調査 

近隣家屋調査の範囲は設定され

ますでしょうか？ 
事業者の提案とします。 

9 
要 求水準

書 
9 第 3 2 

(3)

(4) 
  

電 波 障

害 対 策

Map 等を確認すると今回の計画

地近隣に住宅等がありません。
事業者の提案とします。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

調 査 近

隣 家 屋

調査 

電波障害対策及び近隣家屋等の

調査が必要でしょうか。 

10 
要 求水準

書 
9 第 3 3 (1) ケ 

基 本 事

項 

各チェックリストは任意の書式

とし、基本設計図書に含めると

考えて宜しいでしょうか。 

№５をご確認ください。 

11 
要 求水準

書 
9 第 3 3 (1) イ 

基 本 的

事項 

事業者が自ら行う地盤調査に基

づき適切に計画するとあります

が、提案前に事業者が地盤調査

を行わなければならないとのこ

とでしょうか。 

提案前に地盤調査を求めるもの

ではありません。 

12 
要 求水準

書 
11 第 3 4 (1)   

敷 地 計

画 

関係法令を遵守し、関係各機関

と十分な事前協議を行うとあり

ますが、提案前に各関係機関と

事前相談・協議を行うと考えて

宜しいでしょうか。 

提案前に事前相談・協議は任意

とし、必ず求めるものではあり

ませんが、提案の実現可能性を

高めるよう必要に応じて取り組

んでください。また、契約後に

事業計画が変更となった場合も

同様です。 

13 
要 求水準

書 
11 第 3 4 (4)   

住 戸 計

画 

RC 構造でない場合は、実測等に

より性能を証明することとあり

ますが、各棟 1 住戸、上下階及

び隣戸住戸 1 室と考えて宜しい

でしょうか。 

実施方針等に関する質問・意見

に対する回答において、「事業者

の提案とする」と回答していま

したが、全戸に対して実施する

こととします。 

14 
要 求水準

書 
11 第 4 4 

（3

） 
  

構 造 計

画 

耐震等級についての記載があり

ませんが、建築基準法を満足す

れば良いと解釈して宜しいでし

ょうか。 

耐震等級の指定はありません。 

建築基準法よりも上位等級とす

るかは事業者提案とします。 

15 
要 求水準

書 

11 

15 

第 3 

第 4 

4 

3 

(5)

(7) 
  

仕 上 げ

計画 

工事完了後に化学物質測定を各

棟で行いとありますが、各棟 1 

住戸、1 部屋と考えて宜しいで

しょうか。 

事業者の提案とします。 

16 
要 求水準

書 
13 第 3 4 (8)   浴室 

追い炊き機能付きとすることと

ありますが、単身住戸は不要と

考えて宜しいでしょうか。 

不可とします。 

17 
要 求水準

書 
13 第 3 4 

(15

) 
  

エ レ ベ

ーター 

2 階建ての場合は不要と考えて

宜しいでしょうか。その場合バ

リアフリーに配慮が困難ですが

宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。町は配慮

が必要な入居者は優先的に１階

に入居できるよう運営上の工夫

を行う予定であることから、事

業者も協力をお願いします。 

18 
要 求水準

書 
14 第 3 5 (1) ② 駐輪場 

「・各戸１台以程度置するこ

と。」→「・各戸 1台以上設置す

ご理解のとおりです。修正いた

します。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

ること。」の誤記でしょうか。 

19 
要 求水準

書 
14 第 3 5 (1) ② 駐輪場 

駐輪場に屋根又は腰壁等は不要

でしょうか。また、バイク置場

は想定する必要は無いと考えて

宜しいでしょうか。 

前段及び後段ともに、必須では

ありませんが提案を妨げませ

ん。 

20 
要 求水準

書 
14 第 3 5 

（1

） 
⑦ 

敷 地 内

通路 

「舗装構成については、町道と

同等以上の構成」とありますが、

町道の構成をご教示ください。 

建設課にご相談ください。 

21 
要 求水準

書 
15 第 3 4       

地鎮祭・竣工式等の式典につい

て記載がありませんが、式典は

行わないと考えて宜しいでしょ

うか。 

起工式及び竣工式を計画してく

ださい。 

22 
要 求水準

書 
15 第 4 1       

住宅性能評価の一覧表は「様式

集 ウ提案書類（二次審査申請

時の提出書類）（4枚目） 」にお

いてどこに差し入れるべきでし

ょうか。また、様式番号や枚数

の指定があれば、ご教示いただ

きたいです。 

住宅性能評価に係る様式を追加

します。なお様式は任意（Ａ４

サイズのみ指定）とし、枚数は

１枚とします。 

23 
要 求水準

書 
15 第 4 1       

住宅性能評価について、要求水

準内で「相当」と記載されてい

る内容は実測値等の提示をすれ

ば、設計・建設住宅性能評価書

を取得する必要はないでしょう

か。 

原則、性能評価書を取得してく

ださい。なお、構造等により取

得が困難な場合は協議のうえ、

実測等の方法によることも可と

します。 

24 
要 求水準

書 
15 第 4 1     

住 宅 性

能評価 

住宅性能評価は必須項目のみの

取得と考えて宜しいでしょう

か。その他の項目を公営住宅等

整備基準以上とする場合や項目

毎の必要な指定等級がある場合

は、各項目の指定等級をご指示

ください。 

必須項目及び地域優良賃貸住宅

整備基準（公営住宅等整備基準

を含む）に記載されている項目

は全て評価書を取得してくださ

い。 

なお、上段の整備基準に記載の

等級を満足し、それ以上とする

かは事業者提案とします。 

25 
要 求水準

書 
15 第 4 4 

(4)

(5)

(6) 

  
住 宅 の

建設 

周辺住民や周辺家屋、近隣商業

施設とありますが、周辺及び近

隣は計画地からどの程度の距離

を想定されていますか。Map 等

を確認すると近隣に対象住宅等

は無いと思われます。範囲をご

指示ください。 

事業者の提案とします。 

26 要 求水準 16 第 4 5 (1)   住 宅 の 工事監理者は常駐せず、必要な ご理解のとおりです。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

書 工 事 監

理 

時に監理が出来る様に配置する

として宜しいでしょうか。 

27 
要 求水準

書 
16 第 4 6 (2) ウ 

完 了 図

書 

完了検査の際に必要な完了図書

一式を提出とありますが、竣工

図等は町の完了検査時には間に

合わないと思われます。完了検

査後 1 ヶ月以内等に提出する

と考えて宜しいでしょうか。 

やむを得ない場合は協議としま

す。 

28 
要 求水準

書 
17 第 4 7 

（7

） 
  

維 持 管

理・運営

に 関 す

る条件 

「共用部分の光熱水費は、事業

者が負担する。」とありますが、

昨今電気代も高騰しておりま

す。電気代の高騰によるサービ

ス対価の改定は想定されていま

すでしょうか。 

電気代のみを対象としたサービ

ス対価の改定は予定しておりま

せん。維持管理・運営業務の対

価（サービス対価Ｂ）は募集要

項別紙１に示す５サービス対価

の改定方法をご確認ください。 

29 
要 求水準

書 
18 第 4 8 (3) オ   

「オ 町は、計画との齟齬があっ

た場合や齟齬が予見される場合

は、是正勧告を行い、是正が確

認されるまでは、当該期間の維

持管理に関する対価を支払わな

い。」とありますが、是正が不可

能な内容であった場合、維持管

理対価の支払いはどのように取

り扱われるのでしょうか。 

帰責性や状況に応じて協議とな

りますが、事業継続に著しい不

都合がある場合は事業仮契約書

（案）第 54 条に基づく契約の解

除の可能性もございます。なお、

モニタリングの実施方法は町と

事業者の協議とします。 

30 
要 求水準

書 
18 第 4 8 (3) ア 

維  持 

管 理・

運営 

維持管理業務開始日の 30 日前

までに提出が必要とされている

「維持管理業務・運営業務実施

計画書」について。こちらは、

事業仮契約書（案）第 4 章 第 

34 条第 2 項に記載されている

計画書と同一のものと理解して

よろしいでしょうか。 同一のも

のとなる場合、提出期限は「維

持管理業務開始日の 90 日前」と

「30 日前」のどちらが正式な期

日となりますでしょうか。 

ご理解のとおりです。また提出

期限は維持管理業務開始日の 90

日前とし、要求水準書の修正を

行います。 

31 
要 求水準

書 
     

添 付 図 

4 測 量

図等 

添付図４測量図に森林法第５条

地域森林計画の対象林の範囲を

図示いただけませんでしょう

か。 

当該事業用地の全域が対象林と

なるため、図示いたしません。 

32 
要 求水準

書 
13 第 3 4 (6） ⑩ 

排 水 設

備 

9月5日期限の募集要項等に係る

質問にはないものの、要求水準

浄化槽の設置等について、いく

つかの事業者から疑義があった



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

書の加筆を行う部分について説

明します。 

ため、改めてその基準を明示し

ます。 

「同一人(法人を含む。)が所有

権、占有権、その他の権限を有

する同一敷地内の全ての建築物

の浄化槽は、原則として 1 箇所

とすること。」（那須町浄化槽指

導要綱(平成 30 年告示第 88 号)

第 3条第 1号ア） 

 

  



４．優先交渉権者決定基準 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 決定基準 3 第 4   (5)   

提 案 内

容 評 価

の 項 目

と配点 

想定家賃の項目に、事業用地周

辺の家賃相場や入居率、入居者

の動向等と記載されています

が、『事業用地周辺』とはどのく

らいの範囲となりますでしょう

か？ 

那須町内や隣接自治体の想定を

していますが、事業者の提案と

します。なお、本提案は審査に

影響しません。 

 

  



５．基本協定書（案） 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 
基 本協定

書(案) 
1           

基本協定書において契約当事者

が代表企業のみとなっておりま

すが、構成企業を含める必要は

ないのでしょうか。 

現状では、構成企業と町との間

に協定書の効力が及ばないた

め、構成企業の責任や義務が明

確にならない懸念があります。 

事業者の必要に応じて構成企業

に調印いただいても結構です。

その場合、頭書を含む協定書の

文面は協議とします。 

2 
基 本協定

書(案) 
2         

第6条2

項 

リスク分担表では、交付金の確

保に関するリスクは町側が負担

するものとされていますが、第 6

条 2 項にはこの点が明記されて

いませんので、どういう処理に

なるのかを確認させていただき

たいです。 

国の交付金の不交付が決定した

場合、事業の事業計画の変更、

事業の中断・中止を含め協議と

します。 

3 
基 本協定

書(案) 
3 6 条   7 項   

事 業 契

約 

「乙は、～中略～別紙 1 による

出資者保証書を作成して甲に提

出するものとし、かつ、乙以外

の SPC の株式の保有者全員から

別紙2による誓約書を徴求して、

甲に提出」とありますが、落札

グループを「乙」とし、その代

表企業と甲（町）の協定書とい

う前提となっています。SPC の株

式を構成員のみが保有している

場合は別紙 2 の提出は不要とい

う理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

4 
基 本協定

書(案) 
3         第 8 条 

リスク分担表では、議会の承認

が得られず契約が不調となった

場合は町がリスクを負うものと

されていますが、基本協定第 8

条では各自が費用負担すること

になっています。町の責任（議

会承認を得られなかった場合を

含む）で事業契約が不調となっ

た場合はどのように補償される

のでしょうか。 

議会承認を得られないことによ

る契約の不調における事業者へ

の補償の予定はございません。 

 

  



６．事業仮契約書（案） 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 
事 業仮契

約書（案） 

頭

書 
        

事 業 期

間 

事業期間の終了は令和 41年 3月

31 日とされていますが、運営期

間が令和 10 年 3 月 1 日から 30

年と 1ヵ月だとすると令和 40年

3 月 31 日が契約終了日ではない

でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

2 
事 業仮契

約書（案） 
1 

第 2

条 
(1)     

事 業 日

程 

日付が空欄とされていますが令

和 10 年 2 月 28 日と記載される

という理解でよろしいでしょう

か。また、本契約の中で使用さ

れている「引渡予定日」と「引

渡日」は同義という理解でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

3 
事 業仮契

約書（案） 
1 

第 2

条 
(2)     

維 持 管

理・運営

開始日 

日付が空欄とされていますが令

和 10年 3月 1日と記載されると

いう理解でよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

4 
事 業仮契

約書（案） 
1 

第 2

条 
(3)     

維 持 管

理・運営

終了日 

事業期間の終了は令和 41年 3月

31 日とされていますが、運営期

間が令和 10 年 3 月 1 日から 30

年と 1ヵ月だとすると令和 40年

3 月 31 日が契約終了日ではない

でしょうか。 

№1をご確認ください。 

5 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6 5   

契 約 の

保証 

初年度に納める保証金につきま

して、事業期間中、毎年度繰り

越していただけるとの認識でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

6 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6     

契 約 の

保証 

履行保証保険の契約者は、事業

者である SPC に限らず、施設整

備期間中であれば、建設工事を

請け負う建設工事会社が付保、

維持管理・運営期間中であれば、

維持管理・運営業務を請け負う

維持管理会社及び運営会社が付

保してもよろしいでしょうか。 

不可とします。 

7 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6 2   

契 約 の

保証 

施設整備費の 10分の 1以上に相

当する額に消費税および地方消

費税は含まれるでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

8 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6 2   

契 約 の

保証 

保証額について、施設の整備期

間中は、本施設の整備に係るサ
差し支えありません。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

ービス対価の 10分の 1以上とし

なければならないと設定されて

いますが、これは「様式 4-3 の

９．初期投資 合計（税抜）に当

該額に係る消費税等相当額を足

した合計額の 10 分の 1以上」と

同義として試算することで宜し

いでしょうか。 

9 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6 5   

契 約 の

保証 

維持管理業務の受託者が履行保

証保険に加入する場合、保険金

額はそれぞれが受託する業務の

10 分の 1 以上とすれば宜しいで

しょうか。また、年間の金額と

は次年度分についての入札時の

提案金額と理解して宜しいでし

ょうか。 

前段については、№6をご確認く

ださい。後段については、ご理

解のとおりです。 

10 
事 業仮契

約書（案） 
2 

第 6

条 
6 5   

契 約 の

保証 

維持管理・運営サービス対価の

１年分の10分の１以上に相当す

る額に消費税および地方消費税

は含まれるでしょうか。 

消費税および地方消費税を含み

ます。 

11 
事 業仮契

約書（案） 
4 

第

13

条 

3 項     

町 の 請

求 に よ

る 要 求

水 準 書

の変更 

「事業者に増加費用又は損害が

発生したときは、町は必要な費

用を負担しなければならない」

とありますが、増加費用は設計

変更により将来の維持管理費用

の増額も含めると理解してよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

12 
事 業仮契

約書（案） 
11 

第

29

条 

      
第 29 条

第 4項 

第 29 条第 4項において、国土交

通省の公共工事標準請負契約約

款第30条（不可抗力による損害）

と異なり、町が災害応急対策ま

たは災害復旧に関する工事にお

ける損害を負担する旨の記載が

ないように見受けられます。 

同約款では、工事目的物の引渡

し前に不可抗力により損害が生

じた場合、発注者が損害合計額

のうち請負代金額の 1%を超える

部分を負担することとされてお

り、令和 4年 12 月 8日付の事務

連絡では、災害応急対策または

原案どおりとします。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

災害復旧工事においては、発注

者が損害合計額を「全額負担」

する旨が示されています。 

つきましては、本協定において

も、災害応急対策または災害復

旧に関する工事において不可抗

力による損害が発生した場合に

は、町がその損害を負担する旨

を明記していただくことは可能

でしょうか。 

13 
事 業仮契

約書（案） 
11 

第

29

条 

29 5   

建 設 期

間 中 の

不 可 抗

力 に よ

る損害 

出来形には、貴町の確認を受け

た設計図書や SPC 経費、金融費

用などの合理的な費用も含まれ

るとの理解で宜しいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

14 
事 業仮契

約書（案） 
13 

第

33

条 

2 項     
契 約 不

適合 

住宅の品質確保の促進等に関す

る法律第 94 条第１項に定める

期間は 10 年間ですが、本契約に

おいても請求できる期間は20年

ではなく10年としていただけま

せんでしょうか。 

ご記載のとおり請求期間は10年

とします。 

15 
事 業仮契

約書（案） 
13         

第 33 条

第 2項 

第 33 条第 2項において、構造耐

力上主要な部分の請求期間が 20

年とされていますが、一般的に

は10年とされているケースが多

く、比較的長期の設定となって

いるように見受けられます。 

また、一般的な契約慣行との整

合性を踏まえ、請求期間を 10 年

とすることについてご検討いた

だくことは可能でしょうか。 

№14 をご確認ください。 

16 
事 業仮契

約書（案） 
16 

第

41

条 

5 項     

第 三 者

の 責 に

帰 す べ

き 事 由

に よ る

本 施 設

の損害 

事業者の過失のない損害の負担

のため、事業者の負担をなくし

て頂けないでしょうか。（100 分

の１の負担も町でお願いしま

す） 

原案どおりとします。 

17 
事 業仮契

約書（案） 
18 

第

45

条 

      

サ ー ビ

ス 対 価

の支払 

第 6 章のタイトルは「サービス

対価の変更」とされていますが、

「サービス対価の支払」という

ご理解のとおりです。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

理解でよろしいでしょうか。 

18 
事 業仮契

約書（案） 
18 

第

45

条 

2 項     

本 施 設

の 整 備

に 係 る

サ ー ビ

ス 対 価

の支払 

「別に定めるところにより」と

は、第 48 条に記載のある「募集

要項別紙１（サービス対価の算

定及び支払い方法）の規定に基

づき」と同じという理解でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

19 
事 業仮契

約書（案） 
18 

第

46

条 

3 項     

維 持 管

理・運営

に 係 る

サ ー ビ

ス 対 価

の支払 

第 46条第 3項及び第 4項にある

「別に定めるところにより」は

「募集要項別紙１（サービス対

価の算定及び支払い方法）の規

定に基づき」（第 48 条から引用）

と同じという理解でよろしいで

しょうか。 

ご理解のとおりです。 

20 
事 業仮契

約書（案） 
18 

第

48

条 

第 1

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

の変更 

サービス対価の算定及び支払方

法は「募集要項別紙１」に基づ

くと示されていますが、本契約

の別紙として製本は想定されて

いますでしょうか。 

ご理解のとおりです。事業契約

に向けた調整時にお示ししま

す。 

21 
事 業仮契

約書（案） 
19 

第

49

条 

第 1

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

の変更 

本条で規定されるサービス対価

の改定は、第 2 項において事業

者の請求には町が応じなければ

ならないことと規定されていま

すので、本項ではサービス対価

について改定が必要になった場

合は、「町又は事業者が変更を請

求する」のではなく、「変更する」

と規定していただけませんでし

ょうか。 

町と事業者の双方の事務負担を

考慮し、提案どおり修正します。 

22 
事 業仮契

約書（案） 
19 

第

50

条 

第 1

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

の変更 

本条で規定されるサービス対価

の変更は、第 3 項において事業

者の請求には町が応じなければ

ならないことと規定されていま

すので、本項ではサービス対価

について変更が必要になった場

合は、「町又は事業者が変更を請

求する」のではなく、「変更する」

と規定していただけませんでし

ょうか。 

№21 と異なり事務の頻度が少な

いことから原案どおりとしま

す。 

23 
事 業仮契

約書（案） 
19 

第

50

第 2

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

本条において「変更」と「改定」

は同義との理解でよろしいでし

ご理解のとおりです。表現の修

正を行います。 



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

条 の変更 ょうか。 

24 
事 業仮契

約書（案） 
19 

第

50

条 

第 4

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

の変更 

基準金利の見直しは「10 年毎の

応当日」とされていますが、募

集要項別紙１「サービス対価の

算定及び支払方法」では「10 年

後及び 20 年後の応当日」とされ

ています。30 年後の応当日であ

る令和 40年 2月に改定にはなら

ないという理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。表現の修

正を行います。 

25 
事 業仮契

約書（案） 
19 

第

50

条 

第 5

項 
    

サ ー ビ

ス 対 価

の変更 

第 4 項の基準金利の見直しの場

合「町又は事業者が変更を請求

できる」とされていますが、本

項に対して事業者が請求した場

合に町が応じなければならない

という規定がありません。第 1

項と同様に、「変更を請求するこ

とができる」ではなく、「変更す

る」と規定していただけません

でしょうか。 

№22 と同様、事務の頻度が少な

いことから原案どおりとしま

す。ただし、請求があった場合

は応じる定めがある旨を第６項

に追加します。 

26 
事 業仮契

約書（案） 
20 

第

53

条 

      

サ ー ビ

ス 対 価

の 変 更

等 に 代

え る 要

求 水 準

書 の 変

更 

本条においては、サービス対価

の増減額と要求水準書変更によ

る経済価値が同じであるとの理

解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

27 
事 業仮契

約書（案） 
20 

第

53

条 

第 1

項 
    

第 53 条

1 項 

第 53条 1項 要求水準書の変更

で対応することを可能としてい

ますが、特別の理由とは具体的

にはどのような場合を想定され

ているか、ご教示いただきたい

です。 

状況に応じたものであり、具体

的な回答はいたしません。 

28 
事 業仮契

約書（案） 
23 

第

58

条 

     

完 了 検

査 前 の

解除権 

出来形には、貴町の確認を受け

た設計図書や、SPC 経費、金融費

用などの合理的な費用も含まれ

るとの理解で宜しいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

29 
事 業仮契

約書（案） 
23 

第

59
     

事 業 者 

の 帰 責

金融機関が建設期間中にＳＰＣ

に対して融資を行う際におい

不可とします。事業者の帰責事

由による契約の解除であるた



№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

条 事 由 に

よ る 解

除 の 特

例） 

て、事業契約が解除された場合、

ＳＰＣが貴町に対して有する出

来高部分の売買債権が唯一の返

済原資となります。そのため、

事業者帰責にかかわらず、貴町

に出来高部分を買い受けて頂け

るようご修正願います。原文の

通りですと、プロジェクトファ

イナンスでの資金調達が困難と

なり、資金調達コストが増加す

る懸念がございます。 

め、当該リスクのコントロール

は事業者に担っていただきま

す。 

30 
事 業仮契

約書（案） 
24 

第

61

条 

第 1

項 
    

契 約 の

終了 

契約終了日は令和 41 年 3 月 31

日とされていますが、令和 40 年

3 月 31 日という理解でよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

31 
事 業仮契

約書（案） 
26 

第

65

条 

      

建 設 工

事 保 険

等 

本施設の所有者は町となるた

め、火災保険は町で加入される

という理解でよろしいでしょう

か。  

ご理解のとおりです。 

32 
事 業仮契

約書（案） 
26 

第

65

条 

第 3

項 
    

保 険 証

券 の 提

出 

保険証券の提出は「保険契約を

締結したときは直ちに」と規定

されていますが、保険証券の完

成は保険の付保から一定の期間

がかかりますので、「保険契約を

締結し、保険証券が発行された

ら直ちに」としていただけませ

んでしょうか。 

ご指摘のとおり修正します。 

33 
事 業仮契

約書（案） 
―           

本事業は複数の構成企業による

体制で実施されるものですが、

契約書内に構成企業の脱退に関

する条文が見当たりません。 

構成企業が脱退する場合の町へ

の通知、承諾、代替措置等に関

する条文を設けていただけます

しょうか。 

状況に応じて協議とします。 

 

  



７．その他 

№ 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 質問事項 回答 

1 
特 定事業

の選定 
            

試 算 に お い て  VFM 値 が 

88.52％ と算出されております

が、建物の構造によって数値が

変わるものと理解しておりま

す。そのため、試算ではどのよ

うな建物構造を前提とされてい

たのか、教えていただけますと

大変ありがたく存じます。 

8 月 4日に公表した「特定事業の

選定」に示した以上の計算条件

を示す予定はありません。なお、

本事業のＶＦＭは 11.48％です。 

2 
特 定事業

の選定 
            

施設整備費（駐車場含む）は、

どの建設構造体で試算したのか

ご教示お願いします。 

№1をご確認ください。 

3  その他             

地域優良賃貸住宅整備基準 第

12 条において「居住室の天井の

高さは 2.3 メートル以上」とさ

れていますが、配管等の設置に

より一部天井が低くなる場合、

平均天井高で 2.3 メートル以上

を確保できていれば基準を満た

すと解釈してよいでしょうか？ 

本施設は平均天井高 2.3ｍ以上

としてください。 

 


